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美瑛町自治基本条例の解説・考え方 

 

前  文                                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（前文） 

・前文は、自治基本条例の制定の経緯や趣旨、理念、目的などを強調して述べている文章で

す。 

・美瑛町では、平成１５年に住み良いまち美瑛をみんなでつくる条例を制定し、町民のまち

づくりへの参加について規定し、推進してまいりました。 

・しかし、少子高齢化や人口減少等、地域社会が大きく変わりゆく時代の中、将来を見据え

たまちづくりを行うためには、これまで以上に町民一人一人が主体となって積極的にまち

づくりへ参加するとともに、まちづくりの担い手である町民、議会及び行政がそれぞれの役

割を認識し、一体となって地域課題の解決に取り組む必要があります。 

・前文では、「みんなでつくるまちづくり」に取り組む決意と、「住み良いまち美瑛」の実現

を目指し、町民主体の自治を確立するための基本となる本条例を制定することを宣言して

います。 

 

 

第１章  総  則                                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

私たちのまち美瑛町は、十勝岳連峰を背景に、どこまでも波のように続く丘陵地帯が

広がり、農業の営みと自然との共生が創り出す美しい景観が多くの人に愛されているま

ちです。 

今日の美瑛町は、開拓以来、十勝岳の噴火、水害、冷害、丘陵地における農業の困難

さといった多くの苦難と試練を乗り越え、まちの発展に尽くされた多くの先人により築

き上げられたものです。 

 私たちは、先人が築いてきた地域資源や精神を次世代を担う子どもたちに引き継ぎ、

新しい時代に対応できる持続可能なまちづくりを進めていかなければなりません。 

 そのためには、町民一人一人が主体となって積極的にまちづくりへ参加するととも

に、町民、議会及び行政がそれぞれの役割を認識し、一体となって地域課題の解決に取

り組む必要があります。 

 私たちは、「住み良いまち美瑛」の実現を目指し、町民、議会及び行政が町民主体の自

治を確立するための基本となる美瑛町自治基本条例を制定します。 

（目的） 

第１条 この条例は、美瑛町の自治に関する基本理念と基本原則を定め、町民の権利及

び役割並びに議会及び行政の責務を明らかにするとともに、議会、行政及び地域社会

の自治の推進に関する基本的事項と仕組みを定めることによって、町民主体の自治を

実現することを目的とします。 
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（目的） 

・第１条（目的）では、本条例を制定した目的を規定しています。 

・本条例の制定目的は「町民主体の自治を実現すること」であり、この目的を実現するため

に、 

①美瑛町の自治に関する基本理念と基本原則 

②自治の担い手である町民、議会及び行政の権利や役割、責務 

③自治の推進に関する基本的な事項と仕組み 

を定め、明らかにすることとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（用語の定義） 

・第２条（用語の定義）は、重要な用語の意味を説明しており、定義している用語は全ての

条において共通の意味で使います。 

・「町民」は、町内に住民登録のある人だけではなく、町内の事業所に勤務している人や町

内の学校に通学している人、町内で様々な活動を行っている個人、法人、団体が含まれてい

ます。このように、町民を広く定義することで、美瑛町に関わりを持つ人々の意見や知恵、

能力を美瑛町のまちづくりに活かすことができます。 

・「行政」には執行機関としての町長、教育委員会等の行政委員会及びその補助機関も含ま

れます。 

・美瑛町の自治の主体は町民ですが、自治の一部分は、町民から信託を受けた議会と行政に

より担われています。その自治の一部分を「町政」と位置付け、定義しています。 

・「コミュニティ」とは、町内会等の地縁によって組織された「地域コミュニティ」や、NPO

法人、ボランティア団体等の福祉や環境等のテーマ別に活動している「テーマコミュニティ」

の種類に分類することができ、まちづくりに関係する活動を行っている団体を広く含んで

います。 

 

 

 

 

 

 

 （用語の定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるとおり

とします。 

（１） 町民 町内に住所を有する者（以下「住民」といいます。）、町内で働く者、町

内で学ぶ者及び事業者をいいます。 

（２） 事業者 町内で事業活動その他の活動を行う団体又は個人をいいます。 

（３） 行政 町長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会及び固定資

産評価審査委員会をいいます。 

（４） 町政 議会と行政が担う自治の活動をいいます。 

（５） コミュニティ 町内会等の地縁組織及びまちづくりに関して町民が主体性をも

って組織し、活動する団体等をいいます。 

（基本理念） 

第３条 町民、議会及び行政は、美瑛町町民憲章の精神を尊重するとともに、町民が誇

れる住み良いまちの実現を図ることを基本理念とし、町民主体の自治を推進します。 
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【解説・考え方】 

（基本理念） 

・第３条（基本理念）では、町民、議会及び行政の共通の価値や理想、まちの目指すべき姿

を規定しています。 

・本条例の基本理念である「町民が誇れる住み良いまちの実現」のためには、町民一人一人

が主体となって積極的にまちづくりへ参加し、議会や行政と協働して地域課題の解決に取

り組む必要があることから、「町民主体の自治を推進」することを改めて規定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（基本原則） 

・第４条（基本原則）では、前条の基本理念を実現するための考え方や行動を明らかにして

います。 

・町民主体の自治を推進するために重要な原則を規定しており、町民、議会及び行政はこれ

らの原則を守ってまちづくりに取り組んでいくことになります。 

・町民主体の自治を推進するにあたって、「情報共有の原則」「町民参加の原則」「協働の原

則」は基本となる考え方であり、これらの原則をテーマとした章があります。 

・美瑛町は、様々な個人や団体が生活・活動している集合体です。このため、まちづくりに

おいて町民一人一人の能力や特性を十分に発揮させるために、町民、議会及び行政は「多様

性尊重の原則」に則り、互いの違いを理解し合い、良好な関係を形成していくことが重要で

す。 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（条例の位置づけ） 

・第５条（条例の位置づけ）では、本条例が美瑛町において自治の基本を定める存在である

ことを明記しています。 

・本条例は、他の条例と並列の関係にありますが、町民、議会及び行政が町民主体の自治を

 （基本原則） 

第４条 町民、議会及び行政は、次の各号に掲げる基本原則に基づき、美瑛町の自治を

推進するものとします。 

（１） 町民主体の原則 町民は、自治の主体であり、その自治の一部を議会及び行政

に信託します。 

（２） 情報共有の原則 町民、議会及び行政は、町政に関する情報を共有します。 

（３） 町民参加の原則 町政及び地域社会の自治は、町民参加の下に行われることを

基本とします。 

（４） 協働の原則 町民、議会及び行政は、協働して地域課題の解決を図ります。 

（５） 多様性尊重の原則 町民、議会及び行政は、年齢、性別、国籍、障がいの有無、

その他多様性を尊重します。 

 （条例の位置づけ） 

第５条 この条例は、美瑛町の自治の基本を定めるものであり、町民、議会及び行政は、

この条例を最大限に尊重します。 
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確立するための理念と、その理念を具体化する制度と、制度を動かす原則を規定しているた

め、他の条例に横断的に関連していると考えています。このため、町民、議会及び行政は、

本条例を最大限に尊重することを規定しています。 

 

 

第２章 情報共有                                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（情報の共有） 

・第６条（情報の共有）では、町民、議会及び行政は、情報共有の重要性を認識し、互いに

町政に関する情報を伝え合い、共有することを規定しています。町民が町政に参加し、町民

主体の自治を実現していくためには、判断材料となる町政の情報を議会や行政から町民に

対し提供する必要があります。一方で、町民からも、地域の実態やニーズ等のまちづくりに

関係する情報を提供することで、効率的な町政運営や、町民の意思の正確な把握が可能とな

ります。 

（情報の提供） 

・第７条（情報の提供）では、議会と行政が町民に対して情報の提供を行う際の基本につい

て定めています。 

・「適切な時期」は、予算案の提出や各種計画の策定、事業の経過報告、まちづくり評価等

を想定しており、また、「適切な方法」とは、広報や町ホームページ、防災無線、町公式Ｌ

ＩＮＥ、町民説明会等を想定していますが、様々な政策や施策がある中で、状況にあわせて

議会と行政が「適切な時期」や「適切な方法」を自主的に判断することになります。 

（説明責任） 

・行政は、第７条（情報の提供）に基づき町民に対して情報提供を行うことになりますが、

その情報提供が町民にとって分かりにくい場合や情報に不足がある場合、町民は行政に対

して情報の説明を求めることができます。また、行政は町民からの説明の要求に対して誠実

に対応しなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 （情報の共有） 

第６条 町民、議会及び行政は、情報の共有が町民主体の自治の実現の基本であること

を認識するとともに、互いに町政に関する情報を伝え合い、共有します。 

 （情報の提供） 

第７条 議会及び行政は、開かれた町政を推進するため、町政に関する情報を適切な時

期に適切な方法で分かりやすく町民に提供します。 

 （説明責任） 

第８条 行政は、公正で開かれた町政を推進するため、町民から説明を求められた場合

には、町の政策及び施策の企画、立案、実施及び評価のそれぞれの過程において、そ

の経過、内容、効果等を町民に分かりやすく説明します。 

 （情報公開） 

第９条 町民は、町政に関する情報の開示を求める権利を有します。 

２ 議会及び行政は、町民から町政に関する情報の開示を求められたときは、美瑛町情

報公開条例（平成１５年美瑛町条例第２号）の規定により、情報を公開します。 
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【解説・考え方】 

（情報公開） 

・第 1項では、町民は「情報の開示を求める権利」を有することを規定しています。 

・第２項では、町民から情報の開示を求められたときは、美瑛町情報公開条例に基づき情報

を公開することを明らかにしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（個人情報保護） 

・議会と行政が保有する個人情報については、個人の権利や利益が侵害されないように保護

されることを明らかにしています。個人情報の具体的な取り扱いについては、美瑛町議会の

個人情報の保護に関する条例と個人情報保護法で規定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（町民の意見等） 

・第１項では、町民の意見や提言、要望が議会や行政に提出された場合には、貴重な情報と

して、迅速かつ誠実に対処するとともに、町政への反映に努めることを規定しています。 

・第２項では、意見の検討を終えた際には、町民の不利益とならないよう速やかに「意見等

の内容」と「その検討結果及び理由」を公表することを規定しています。しかし、公共性又

は公益性の低い意見等、本条例や情報共有の趣旨にそぐわないものは、公表しないこととし

ます。 

 

 

 

 

 （個人情報保護） 

第１０条 議会は、個人の権利や利益が侵害されないよう、その保有する個人情報につ

いて、美瑛町議会の個人情報の保護に関する条例（令和５年美瑛町条例第２７号）の

規定により、適切な保護を図ります。 

２ 行政は、個人の権利や利益が侵害されないよう、その保有する個人情報について、

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「個人情報保護法」と

いいます。）の規定により、適切な保護を図ります。 

（町民の意見等） 

第１１条 議会及び行政は、町民の意見、提言及び要望に対し、迅速かつ誠実に対処す

るとともに、町政への反映に努めます。 

２ 議会及び行政は、意見等の検討を終えたときは、速やかに次の事項を町民に公表し

ます。ただし、規則で定める場合は除きます。 

（１） 意見等の内容 

（２） 意見等の検討結果及びその理由 

３ 議会及び行政は、提出された意見等の検討経過について記録し、適切に管理します。 
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【解説・考え方】 

（会議の公開） 

・第１項では、議会における会議の公開について規定しています。議会の本会議は、地方自

治法第１１５条第１項で原則公開とすることが定められております。また、委員会その他の

会議は、美瑛町議会委員会条例や美瑛町議会会議規則等の規定に基づき公開することにな

ります。 

・第２項では、行政は、審査や審議、調査等を行うために行政に附属して設置される審議会

等の会議を原則公開するよう規定しています。 

 ※審議会等 

  特別職報酬等審議会、表彰審議会、景観審議会、自然環境保全審議会、都市計画審議会、

健康と福祉のまちづくり会議、教育表彰審議会、社会教育委員会、公民館運営審議会、

文化財保護審議会、町立病院運営審議会、郷土学館運営協議会、まちづくり委員会、自

治推進委員会 

・第３項では、公開することが適当でないと認められるときは、会議を非公開とすることが

できることを規定しています。会議の公開は、町民との情報共有を推進する上で必要ですが、

個人情報を扱う場合や、審議過程で町民に誤解や混乱を招く段階の場合があるため、このよ

うな規定を設けました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（会議の公開） 

第１２条 議会は、本会議を原則公開し、委員会その他の会議を美瑛町議会委員会条例

（昭和６２年美瑛町条例第２号）、美瑛町議会会議規則（昭和６２年美瑛町議会規則

第１号）及び別に定めるところにより公開します。 

２ 行政は、附属機関及びこれに類するもの（以下「審議会等」といいます。）の会議を

町民に公開します。 

３ 議会及び行政は、前２項で規定する会議を公開することが適当でないと認められる

ときは、非公開とすることができます。 

（参考）地方自治法 

第１１５条 普通地方公共団体の議会の会議は、これを公開する。但し、議長又は議員

３人以上の発議により、出席議員の３分の２以上の多数で議決したときは、秘密会を

開くことができる。 

２ 前項但書の議長又は議員の発議は、討論を行わないでその可否を決しなければなら

ない。 
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第３章 町民参加                                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（町民参加の基本） 

・第１項及び第２項では、町民参加の基本として、 

 ①町民は町政に参加すること 

 ②議会及び行政は町政に町民の意思を反映させること 

を規定しています。 

・第２項の内容は、一個人の意思を必ず反映しなければならないことではありません。様々

な町民の意見がある中で、できるだけたくさんの人が納得するような方法により町政へ反

映させることを規定しています。 

・第３項では、議会と行政は、町民に対して、町政に参加する機会を設けることを保障して

います。 

・第４項では、行政と議会は、町民が参加する又は参加しないことにより不利益を受けるこ

とのないよう配慮することとしています。町民は、町政へ参加しない自由もあることから、

このような規定を設けました。 

・第５項では、子どもの町政参加について規定しています。次世代の担い手である子どもが

町政に参加することは、美瑛町の自治の発展のために重要ですが、年齢によっては大人と同

じ方法で町政に参加することが困難な場合があります。このため、議会と行政は、子どもに

対し、それぞれの年齢にふさわしい方法で町政に参加する機会を確保することを定めてい

ます。 

・なお、本条例における「子ども」は、子どもの権利条約で満１８歳未満を対象としている

こと、児童福祉法で満１８歳未満を児童としていることなどを総合的に勘案して、町民のう

ち満１８歳未満の者としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （町民参加の基本） 

第１３条 町民は、美瑛町の自治の主体であるという基本原則に基づき、町政に参加す

ることを基本とします。 

２ 議会及び行政は、広く町民の意見等を求め、町政に町民の意思を反映することを基

本とします。 

３ 議会及び行政は、町政へ広く町民が参加する機会を保障します。 

４ 議会及び行政は、町民が町政への参加又は不参加を理由として不利益を受けないよ

う配慮します。 

５ 議会及び行政は、満１８歳未満の者（以下「子ども」といいます。）に対し、それぞ

れの年齢にふさわしい方法により、町政に参加する機会を確保します。 

 （町民参加の対象） 

第１４条 行政は、次の各号に掲げる事項を実施するときは、町民参加を求めます。 

（１） 美瑛町まちづくり総合計画（以下「総合計画」といいます。）の基本構想及び基

本計画並びに各施策の基本となる計画の策定又は見直し 

（２） 政策に関する基本方針の制定並びに町民の権利及び役割に関する条例の制定、

改正又は廃止 
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【解説・考え方】 

（町民参加の対象） 

・第１項では、行政が、実施の際に町民参加を求めなければならない事項を規定しています。 

・第２項では、町民参加を求めないことができる事項を規定しています。 

・「軽微な事項」とは、町民生活に影響がなく町民参加を求めるまでもない内容のものを指

しています。「法令の規定による事項」とは、法令に一定の基準が定められていて、その基

準に基づいて実施する場合は、町民の意見を反映させる余地がないため、町民参加を求めな

いこととしています。 

・「緊急その他やむを得ない理由がある事項」とは、災害又は不慮の事態が発生した場合等、

意思の決定に迅速性が求められ、町民参加を行うまでの時間がないものが該当します。 

・その他に、別に規則に定めるところにより、 

①町道、普通河川、上水道、下水道及び個別排水処理施設の新設及び改良の実施の決定 

②前号に規定する以外の町の施設の新設、改良及び廃止の実施の決定で、その内容が直接

町民生活に影響がなく、町民参加を求める必要がないと認められるとき。 

についても、町民参加を求めることが困難若しくは不適当である事項として町民参加を求

めないこととしています。 

（町民参加の方法） 

・行政は、第１４条（町民参加の対象）で規定される事項を実施するときは、第１５条（町

民参加の方法）で定める方法の中から、いずれか又は複数の方法を用いて町民参加を求める

（３） 広く町民が利用する町の施設の新設、改良又は廃止の決定 

（４） 広く町民が利用する町の施設の利用方法の決定 

（５） 事務及び事業を効果的かつ効率的に推進するための外部評価の実施 

（６） 町民の生活に大きな影響を及ぼす施策の決定 

（７） 前各号のほか、町民参加が望ましいと思われる事項 

２ 行政は、軽微な事項、法令の規定による事項、緊急その他やむを得ない理由がある

事項、又は別に規則に定めるところにより、町民参加を求めることが困難若しくは不

適当である事項については、町民参加を求めないことができます。 

 （町民参加の方法） 

第１５条 行政は、前条第１項に規定する各号の事項を実施するときは、次の各号のい

ずれか又は複数の方法により、適切な時期に町民参加を求めます。 

（１） 審議会等の会議の開催 

（２） 意見交換会の開催 

（３） 町民コメント制度（パブリックコメント）の実施 

（４） アンケート調査の実施 

（５） その他適切な方法 

 （提出された意見等の取扱い） 

第１６条 行政は、前条に規定する町民参加の方法によって寄せられた意見等を総合的

に検討します。 

２ 行政は、意見等の検討を終えたときは、速やかにかつ多様な方法を用いて次の各号

の事項を町民に公表します。ただし、個人情報保護法の規定により公表することが適

当でないと認められるときは、この限りではありません。 

（１） 意見等の内容 

（２） 意見等の検討結果及びその理由 
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ことになります。また、町民参加の方法により提出された意見を、実施する事業等に反映で

きるような「適切な時期」に求めることとしています。 

（提出された意見等の取扱い） 

・第１項では、行政は、町民から意見等を聞き取るだけではなく、町民参加の方法により提

出のあった意見等を総合的に検討しなければならないことを規定しています。 

・第２項では、提出のあった意見等の検討を終えたときには、速やかに「意見等の内容」及

び「意見等の検討結果及びその理由」を公表することとしています。また、意見の内容等を

多くの町民に知ってもらえるように、広報や町ホームページ、防災無線、町公式ＬＩＮＥ、

町民説明会等、その事業や時代に合った「多様な方法」を用いて公表することとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（審議会等の委員の選任） 

・行政は、行政運営へ公平かつ広い町民意見を反映できるように、審議会等の委員の選任の

際には、 

 ①定数の一部に公募による委員を含めること 

 ②委員の年齢、性別等の均衡を図ること 

 ③他の審議会等との重複を必要最小限にすること 

に配慮することとしています。 

・多くの町民に対して町政へ参加する機会を設けたいことから、本来は他の審議会等との重

複は完全に避けることが望ましいですが、審議内容によっては特定の団体の代表者に就任

いただく必要があるものや、委員の担い手が不足している状況を鑑み、他の審議会等との重

複を必要最小限にするよう努めることとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（美瑛町まちづくり委員会） 

・第１項では、美瑛町まちづくり委員会の設置することについて規定しています。まちづく

り委員会は、まちづくりへの町民参加を推進するために、総合計画や主要施策等に関し調査、

審議する組織です。 

 （審議会等の委員の選任） 

第１７条 行政は、行政運営に公平で、かつ、広く町民の意見等が反映されるよう、規

則で定める場合を除き、次の各号に掲げる事項に配慮し審議会等の委員を選任しま

す。 

（１） 定数の一部に公募による委員を含めます。 

（２） 委員の年齢、性別等の均衡を図ります。 

（３） 他の審議会等との重複を必要最小限にします。 

 （美瑛町まちづくり委員会の設置） 

第１８条 町長は、まちづくりへの町民参加を推進するため、美瑛町まちづくり委員会

を設置します。 

２ 美瑛町まちづくり委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定めます。 
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・まちづくり委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、別に定める規則に委ねることとし

ています。 

 

 

第４章 住民投票                                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（住民投票） 

・第１項では、町長は、住民投票の実施が必要となる場合は、地方自治法第１４９条に基づ

き、住民投票条例を議会へ提案し、議決を経ることにより、住民投票を実施することができ

ることを確認的に規定しています。このように、住民投票を実施する必要がある都度、条例

を定める制度を「個別設置型住民投票制度」といい、投票に参加できる者の資格やその他住

民投票の実施に必要な事項は、それぞれの事案に応じて条例で定めます。 

・住民投票は間接民主主義を補完する制度であることから、全ての事項が対象とはなりませ

ん。通常は、情報共有と町民参加の実践により、住民投票に至らずとも重要な事項を解決す

ることが望ましいですが、美瑛町の将来を左右し、住民一人一人の意思を確認する必要に迫

られた場合は、住民投票を実施することができます。 

・第２項では、議会と町長は住民投票の結果を「尊重」した上で意思決定を行わなければな

らないことを規定しています。住民投票には、法的拘束力がなく、議会や町長の意思決定を

拘束することはできないとされていますが、住民投票の結果を軽視することは適当ではな

いため、このような規定を設けました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （住民投票） 

第１９条 町長は、町政に関わる重要事項について、直接、住民の意思を確認する必要

があるときは、別に条例を定め、住民投票を実施することができます。 

２ 住民投票に参加できる者の資格及びその他住民投票の実施に必要な事項並びに住

民投票が成立する要件は、前項に定める条例に規定します。 

３ 議会及び町長は、住民投票の結果を尊重しなければなりません。 

 （住民投票の請求等） 

第２０条 議会の議員及び町長の選挙権を有する住民は、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号。以下「法」といいます。）の定めるところにより、その総数の５０分の１以

上の者の連署をもって、住民投票条例の制定を町長に請求することができます。 

２ 議会の議員は、法の定めるところにより、議員の定数の１２分の１以上の賛成を得

て、住民投票条例の制定を議会に発議することができます。 

（参考）地方自治法 

第１４９条 普通地方公共団体の長は、概ね左に掲げる事務を担任する。 

（１） 普通地方公共団体の議会の議決を経べき事件につきその議案を提出すること。 

（２） 予算を調製し、及びこれを執行すること。 

（３） 地方税を賦課徴収し、分担金、使用料、加入金又は手数料を徴収し、及び過料

を科すること。 

（４） 決算を普通地方公共団体の議会の認定に付すること。 
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（住民投票の請求等） 

・第１項では、住民は、地方自治法第７４条に基づき、住民の総数の５０分の１以上の者の

連署をもって、住民投票条例の制定を町長に直接請求することができることを確認的に規

定しています。 

・第２項では、議員は、地方自治法１１２条に基づき、議員の定数の１２分の１以上の賛成

を得ることによって、議会に条例案を提出することができることを確認的に規定していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 町 民                                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

 （町民の権利） 

第２１条 町民は、町政に関する情報について知る権利を有します。 

２ 町民は、町政に参加する権利を有します。 

３ 町民は、行政サービスを受ける権利を有します。 

 （町民の役割） 

第２２条 町民は、自治の主体であることを認識し、自治を推進するために、主体的か

つ積極的に町政へ参加することに努めます。 

２ 町民は、町政へ参加するに当たっては、自らの発言と行動に責任を持つよう努めま

す。 

３ 町民は、行政サービスを受けるために、応分の負担を負うものとします。 

（参考）地方自治法 

第７４条 普通地方公共団体の議会の議員及び長の選挙権を有する者（以下この編にお

いて「選挙権を有する者」という。）は、政令で定めるところにより、その総数の５

０分の１以上の者の連署をもつて、その代表者から、普通地方公共団体の長に対し、

条例（地方税の賦課徴収並びに分担金、使用料及び手数料の徴収に関するものを除

く。）の制定又は改廃の請求をすることができる。 

 

第１１２条 普通地方公共団体の議会の議員は、議会の議決すべき事件につき、議会に

議案を提出することができる。但し、予算については、この限りでない。 

２ 前項の規定により議案を提出するに当たつては、議員の定数の１２分の１以上の者

の賛成がなければならない。 

３ 第１項の規定による議案の提出は、文書を以てこれをしなければならない。 

（５） 会計を監督すること。 

（６） 財産を取得し、管理し、及び処分すること。 

（７） 公の施設を設置し、管理し、及び廃止すること。 

（８） 証書及び公文書類を保管すること。 

（９） 前各号に定めるものを除く外、当該普通地方公共団体の事務を執行すること。 
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（町民の権利） 

・町民が自治の主体として、町政に参加するためには、町政に関する情報を十分に得ること

が重要であり、第７条（情報の提供）では議会や行政から町民に対して情報を提供すること

を規定しています。第１項では、町民の権利として「町政に関する情報について知る権利」

を保障することで、情報提供を受ける機会を担保しています。 

・自治に関する活動の一部分（町政）は、町民から議会及び行政に対して信託されています

が、町政に関与できないというものではありません。第２項では、町民は自治の主体として、

町政に積極的に参加していく権利を保障しています。 

・第３項では、町民が行政サービスを受けることができる権利を有することを保障していま

す。 

（町民の役割） 

・町民が権利を主張するだけではなく、その役割を果たすことで自治が推進されるという考

えのもと、町民の権利と対になる町民の役割を規定しています。 

・第１項では、町民は自身が自治の主体であることを認識して、主体的かつ積極的に町政へ

参加するよう努めることを規定しています。 

・第２項では、町民が町政に参加するに当たっては、自らの発言と行動に責任を持つよう努

めることを規定しています。 

・町民の権利では、町民が行政サービスを受ける権利を保障していますが、行政サービスを

受け続けるためには、町民がそれぞれの状況やケースにみあった負担を負うことが必要で

す。このため、第３項では、町民は行政サービスを受けるために、応分の負担を負うことを

規定しています。なお、応分の負担とは、町税にとどまらず、使用料や手数料、事業の実施

等に係る町民参加等を想定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（子どもの権利） 

・美瑛町の子どもが、将来は自治の担い手としてまちづくりに参加できるように、より良い

環境で健やかに育つ権利や、町政に参加する権利を保障しています。また、子どもを除く町

民、議会及び行政は、これらの権利が保障されるよう必要な支援を行うことを規定していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（事業者の役割） 

 （子どもの権利） 

第２３条 子どもは、より良い環境の中で健やかに育つ権利を有します。 

２ 子どもは、地域社会の一員として、町政に参加する権利を有します。 

３ 町民、議会及び行政は、子どもの権利が保障されるよう必要な支援を行います。 

 （事業者の役割） 

第２４条 事業者は、地域社会を構成する一員としての社会的役割を認識し、互いに調

和を図り、まちの発展のために寄与するよう努めます。 
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・今後、地域課題がさらに多様化する中で、民間の知恵やノウハウを活用することが一層重

要になります。このため、事業者が地域社会を構成する一員としての社会的役割を認識し、

地域社会の構成員同士で調和を図り、まちの発展のために寄与するよう努めることを規定

しています。 

 

 

第６章 協働・コミュニティ                                             

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（協働） 

・第１項では、美瑛町の課題解決を図るために、３者間の協働の推進に努めることを規定し

ています。自治の担い手は、町民、議会、行政の３者であり、それぞれの役割や義務などが

本条例で規定していますが、個々の取り組みだけは地域課題の解決を図ることが難しい場

合があり、３者で協力して課題解決に取り組んでいくことが求められます。 

・第２項では、町民との協働により、地域課題の解決を図ろうとしている場合等には、行政

は必要な支援を行うよう努めることを規定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（コミュニティの役割） 

・第１項では、コミュニティが地域社会の一部として、自ら考え、行動し、地域課題の解決

に向けて取り組むよう努めることを規定しています。 

・第２項では、コミュニティは、まちづくりに関して興味がある町民やコミュニティに関わ

りたいと思う町民などが広く参加しやすい環境づくりに努めることを規定しています。コ

ミュニティへの参加は町民に強制するものではありませんが、参加を希望する町民が少し

でも増えるように開放的な運営を行うことが望ましいです。 

・第３項では、コミュニティは、コミュニティ間での連携を積極的に図り、議会及び行政と

協働し、まちづくりに関わる活動の充実に努めることを規定しています。 

 

 

 

 （協働） 

第２５条 町民、議会及び行政は、地域課題の解決を図るため、協働の推進に努めます。 

２ 行政は、町民との協働による自治を推進するために、必要な支援を行うよう努めま

す。 

 （コミュニティの役割） 

第２６条 コミュニティは、地域社会において自らできることを考え、行動し、地域課

題の解決に向けて取り組むよう努めます。 

２ コミュニティは、多くの町民が参加しやすい環境づくりに努めます。 

３ コミュニティは、相互の連携を積極的に図るとともに、議会及び行政と協働し、活

動の充実に努めます。 
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【解説・考え方】 

（町民とコミュニティ） 

・第１項では、町民は、自由にコミュニティを形成し、活動することができることを規定し

ています。なお、町民がコミュニティに参加することは義務ではなく、個人の可能な範囲で

関わっていくことが認められます。 

・コミュニティは町民の参加や協力がなければ成立しないため、町民はコミュニティの取り

組みについて理解し尊重する必要があります。そのため、第２項では、町民は、コミュニテ

ィの役割を尊重し、コミュニティを守り、育てるよう努めることを規定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（行政とコミュニティ） 

・行政は、コミュニティの自主性と自立性を尊重しつつも、コミュニティによる公益的な活

動を推進するために、必要な支援を行うよう努めることを規定しています。 

 

 

第７章 議 会                                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（議会の役割） 

・第１項では、議会は、住民の代表機関として、町の意思を決定すること、第２項では、会

議における自由な討議を尊重しなければならないことを、確認的に規定しています。 

・第３項では、議決による意思決定の過程及び妥当性を町民に分かりやすく説明しなければ

ならないことを規定しています。 

 

 

 

 （行政とコミュニティ） 

第２８条 行政は、コミュニティの自主性と自立性を尊重し、コミュニティ活動を促進

するため必要な支援を行うよう努めます。 

 （議会の役割） 

第２９条 議会は、選挙で選ばれた住民の代表機関として、町の意思を決定します。 

２ 議会は、言論の府であること及び合議制の機関であることを基本とし、会議におけ

る自由な討議を尊重しなければなりません。 

３ 議会は、議決による意思決定の過程及び妥当性を町民に分かりやすく説明しなけれ

ばなりません。 

 （町民とコミュニティ） 

第２７条 町民は、自由にコミュニティを形成し、活動することができます。 

２ 町民は、コミュニティの役割を尊重し、コミュニティを守り、育てるよう努めます。 
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【解説・考え方】 

（議会の権限） 

・議会が有する権限は多岐にわたり、その内容は地方自治法第９６条や第９８条、第１００

条に定められていますが、ここでは、代表的な権限について確認的に規定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （議会の権限） 

第３０条 議会は、条例、予算、決算、財産及び政策執行等に関わる意思決定を行いま

す。 

２ 議会は、行政の事務に関する検査、監査請求及び調査等の監視の権限を有します。 

（参考）地方自治法 

第９６条 普通地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなければならない。 

（１） 条例を設け又は改廃すること。 

（２） 予算を定めること。 

（３） 決算を認定すること。 

（４） 法律又はこれに基づく政令に規定するものを除くほか、地方税の賦課徴収又は

分担金、使用料、加入金若しくは手数料の徴収に関すること。 

（５） その種類及び金額について政令で定める基準に従い条例で定める契約を締結す

ること。 

（６） 条例で定める場合を除くほか、財産を交換し、出資の目的とし、若しくは支払

手段として使用し、又は適正な対価なくしてこれを譲渡し、若しくは貸し付けるこ

と。 

（７） 不動産を信託すること。 

（８） 前２号に定めるものを除くほか、その種類及び金額について政令で定める基準

に従い条例で定める財産の取得又は処分をすること。 

（９） 負担付きの寄附又は贈与を受けること。 

（１０） 法律若しくはこれに基づく政令又は条例に特別の定めがある場合を除くほ

か、権利を放棄すること。 

（１１） 条例で定める重要な公の施設につき条例で定める長期かつ独占的な利用をさ

せること。 

（１２） 普通地方公共団体がその当事者である審査請求その他の不服申立て、訴えの

提起（普通地方公共団体の行政庁の処分又は裁決（行政事件訴訟法第３条第２項に

規定する処分又は同条第３項に規定する裁決をいう。以下この号、第１０５条の２、

第１９２条及び第１９９条の３第３項において同じ。）に係る同法第１１条第１項

（同法第３８条第１項（同法第４３条第２項において準用する場合を含む。）又は

同法第４３条第１項において準用する場合を含む。）の規定による普通地方公共団

体を被告とする訴訟（以下この号、第１０５条の２、第１９２条及び第１９９条の

３第３項において「普通地方公共団体を被告とする訴訟」という。）に係るものを

除く。）、和解（普通地方公共団体の行政庁の処分又は裁決に係る普通地方公共団体

を被告とする訴訟に係るものを除く。）、あつせん、調停及び仲裁に関すること。 

（１３） 法律上その義務に属する損害賠償の額を定めること。 

（１４） 普通地方公共団体の区域内の公共的団体等の活動の総合調整に関すること。 
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【解説・考え方】 

（議会の責務） 

・議会の責務として、第１項では、将来に向けたまちづくりの展望をもって課題を的確に把

握し、活動する責務を、第２項では、町民の意見を丁寧に聴き、議会運営について町民に説

 （議会の責務） 

第３１条 議会は、この条例の基本理念にのっとり、将来に向けたまちづくりの展望を

もって課題を的確に把握し、活動する責務を有します。 

２ 議会は、町民の意見を丁寧に聴き、議会運営について町民に説明する責務を有しま

す。 

（１５） その他法律又はこれに基づく政令（これらに基づく条例を含む。）により議

会の権限に属する事項 

２ 前項に定めるものを除くほか、普通地方公共団体は、条例で普通地方公共団体に関

する事件（法定受託事務に係るものにあつては、国の安全に関することその他の事由

により議会の議決すべきものとすることが適当でないものとして政令で定めるもの

を除く。）につき議会の議決すべきものを定めることができる。 

第９８条 普通地方公共団体の議会は、当該普通地方公共団体の事務（自治事務にあつ

ては労働委員会及び収用委員会の権限に属する事務で政令で定めるものを除き、法定

受託事務にあつては国の安全を害するおそれがあることその他の事由により議会の

検査の対象とすることが適当でないものとして政令で定めるものを除く。）に関する

書類及び計算書を検閲し、当該普通地方公共団体の長、教育委員会、選挙管理委員会、

人事委員会若しくは公平委員会、公安委員会、労働委員会、農業委員会又は監査委員

その他法律に基づく委員会又は委員の報告を請求して、当該事務の管理、議決の執行

及び出納を検査することができる。 

２ 議会は、監査委員に対し、当該普通地方公共団体の事務（自治事務にあつては労働

委員会及び収用委員会の権限に属する事務で政令で定めるものを除き、法定受託事務

にあつては国の安全を害するおそれがあることその他の事由により本項の監査の対

象とすることが適当でないものとして政令で定めるものを除く。）に関する監査を求

め、監査の結果に関する報告を請求することができる。この場合における監査の実施

については、第１９９条第２項後段の規定を準用する。 

第１００条 普通地方公共団体の議会は、当該普通地方公共団体の事務（自治事務にあ

つては労働委員会及び収用委員会の権限に属する事務で政令で定めるものを除き、法

定受託事務にあつては国の安全を害するおそれがあることその他の事由により議会

の調査の対象とすることが適当でないものとして政令で定めるものを除く。次項にお

いて同じ。）に関する調査を行うことができる。この場合において、当該調査を行う

ため特に必要があると認めるときは、選挙人その他の関係人の出頭及び証言並びに記

録の提出を請求することができる。 

２ 民事訴訟に関する法令の規定中証人の訊問に関する規定は、この法律に特別の定め

があるものを除くほか、前項後段の規定により議会が当該普通地方公共団体の事務に

関する調査のため選挙人その他の関係人の証言を請求する場合に、これを準用する。

ただし、過料、罰金、拘留又は勾引に関する規定は、この限りでない。 
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明する責務を規定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（議員の責務） 

・議員の責務として、第１項では、町民の信託に対する責任を果たさなければならないこと、

第２項では、町民意思の的確な把握及び自己研鑽を図るとともに、政策提言の充実に努めな

ければならないこと、第３項では、誠実に職務を行い、自らの言動に責任を持たなければな

らないことを規定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（町民との情報共有と町民参加） 

・行政と町民との情報共有や町民参加については、第２章及び第３章で規定していますが、

議会と町民との情報共有や町民参加については、本条で具体的な方法等を規定しています。 

・第１項は、議会は、地方自治法第１１５条の２や美瑛町議会会議規則で規定されている公

聴会制度や参考人制度を十分に活用して、専門的又は政策的識見等を議会の討議に反映す

ることを規定しています。 

・第２項では、議会は、請願や陳情を町民からの政策提案として位置づけることで重みを持

たせ、必要な場合は提案者の意見を聞く機会を設けることを規定しています。 

・議会において、町民との意見交換の場を設け、町民と直接対話することで、町民のニーズ

を的確に反映した政策提案に繋がっていくと考えられます。このため、第３項では、町民と

の意見交換の場を設け、これにより政策提案を行うよう努めることを規定しています。 

・町民主体の自治の実現のためには、議会は、町民の関心や参加の意欲を高めるような情報

共有を行うことが求められます。第４項では、広報紙の発行やインターネットによる議会中

 （議員の責務） 

第３２条 議員は、この条例の基本理念にのっとり、町民の信託に対する自らの責任を

果たさなければなりません。 

２ 議員は、住民から選ばれた公職者として、常に町民意思の的確な把握及び自己研鑽

を図るとともに、政策提言の充実に努めなければなりません。 

３ 議員は、高い倫理観の下、誠実にその職務を行い、自らの発言及び行動に責任を持

たなければなりません。 

 （町民との情報共有と町民参加） 

第３３条 議会は、本会議及び委員会の運営に当たり、公聴会制度及び参考人制度を十

分に活用して、町民の専門的又は政策的識見等を議会の討議に反映します。 

２ 議会は、町民からの請願及び陳情を政策提案と位置づけ、その審議において必要な

場合は、これらの提案者の意見を聴く機会を設けます。 

３ 議会は、町民との意見交換の場を設け、これにより政策提案を行うよう努めます。 

４ 議会は、広報紙の発行及びインターネットによる議会中継の実施等により議会及び

議員活動の情報提供の充実を図り、議会における意思決定の過程及びその結果に関す

る情報を町民に提供します。 
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継等の様々な方法により、議会及び議員活動の情報提供の充実を図り、議会における意思決

定の過程及びその結果に関する情報を町民に提供することを規定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８章 行 政                                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（町長の責務） 

・第１項では、町長は、第３条（基本理念）に規定する理念にのっとり、町民の信託に応え、

公正かつ誠実に行政運営を行わなければならないことを規定しています。町長は住民から

直接選挙によって選ばれた町の代表であり、責任を有する立場にあることから、このような

規定を設けました。 

・第２項では、町長は、職員の指揮監督、人材の育成、効率的な組織体制の整備を行わなけ

ればならないことを規定しています。なお、町長は、地方自治法第１４７条において統轄代

表権、第１８０条の４において総合調整権が認められており、教育委員会や農業委員会等の

執行機関は町長のもと統合的、統一的に運営されることとなっているため、第２項の内容は

行政全体を指しています。 

・第３項では、経営感覚を持った、健全な自治体運営に努めなければならないことを規定し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 （町長の責務） 

第３４条 町長は、この条例の基本理念にのっとり、町民の信託に応え、公正かつ誠実

に行政運営を行わなければなりません。 

２ 町長は、職員を適切に指揮監督し、町民の意向や政策課題に的確に対応できる知識

と能力を持った人材の育成を図り、効率的な組織体制を整備しなければなりません。 

３ 町長は、中長期的な視点に立ち、常に経営感覚を持ち、健全な自治体運営に努めな

ければなりません。 

４ 町長は、町民との意見交換の場を設けなければなりません。 

（参考）地方自治法 

第１１５条の２ 普通地方公共団体の議会は、会議において、予算その他重要な議案、

請願等について公聴会を開き、真に利害関係を有する者又は学識経験を有する者等か

ら意見を聴くことができる。 

２ 普通地方公共団体の議会は、会議において、当該普通地方公共団体の事務に関する

調査又は審査のため必要があると認めるときは、参考人の出頭を求め、その意見を聴

くことができる。 

（参考）地方自治法 

第１４７条 普通地方公共団体の長は、当該普通地方公共団体を統轄し、これを代表す

る。 
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【解説・考え方】 

（行政の責務） 

・第１項では、行政は、町民及び議会と連携及び協力して事業を執行することを規定してい

ます。 

・第２項では、行政は、地方自治法第１３８条の２に定められているとおり、町の条例、予

算その他の議会の議決に基づく事務や、法令、規則その他の規程に基づく事務を、誠実に管

理し、公正に執行しなければならないことを規定しています。 

・第３項では、行政は、町民の意思を行政運営に反映させるため、情報共有と町民参加を進

め、町民と連携及び協力して事務及び事業を執行することを規定しています。 

・第４項では、行政は、事務及び事業を効果的かつ効率的に執行し、町民が満足するような

結果や成果につながるように努めなければならないことを規定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （行政の責務） 

第３５条 行政は、この条例の基本理念にのっとり、町民及び議会と連携及び協力して

事業を執行することを基本とします。 

２ 行政は、条例、予算その他の議会の議決並びに法令等に基づく事務及び事業を、誠

実に管理し、公正に執行しなければなりません。 

３ 行政は、広く町民の意思を反映した行政運営を行うため、情報共有と町民参加を進

め、連携及び協力して事務及び事業を執行しなければなりません。 

４ 行政は、事務及び事業を効果的かつ効率的に執行し、町民の満足度を高める行政運

営に努めなければなりません。 

（参考）地方自治法 

第１３８条の２ 普通地方公共団体の執行機関は、当該普通地方公共団体の条例、予算

その他の議会の議決に基づく事務及び法令、規則その他の規程に基づく当該普通地方

公共団体の事務を、自らの判断と責任において、誠実に管理し及び執行する義務を負

う。 

第１８０条の４ 普通地方公共団体の長は、各執行機関を通じて組織及び運営の合理化

を図り、その相互の間に権衡を保持するため、必要があると認めるときは、当該普通

地方公共団体の委員会若しくは委員の事務局又は委員会若しくは委員の管理に属す

る事務を掌る機関（以下本条中「事務局等」という。）の組織、事務局等に属する職

員の定数又はこれらの職員の身分取扱について、委員会又は委員に必要な措置を講ず

べきことを勧告することができる。 

２ 普通地方公共団体の委員会又は委員は、事務局等の組織、事務局等に属する職員の

定数又はこれらの職員の身分取扱で当該委員会又は委員の権限に属する事項の中政

令で定めるものについて、当該委員会又は委員の規則その他の規程を定め、又は変更

しようとする場合においては、予め当該普通地方公共団体の長に協議しなければなら

ない。 
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【解説・考え方】 

（職員の責務） 

・第１項では、職員は町民の視点に立ち、高い倫理観のもと、公正かつ誠実に職務を遂行し、

町民との信頼関係を築かなければならないことを規定しています。職員は、町長の指示のも

と行政運営を実際に行っており、町民にとって一番身近な存在であることから、このような

規定を設けました。 

・第２項では、職員は、職員研修に積極的に参加するなど、自ら政策形成能力の向上に努め

ることを規定しています。地域課題が多様化する中で、職員には町民の意向を的確に把握す

る能力や、政策課題に対応する能力が求められています。 

・第３項では、職員は、所属の垣根を越えた連携をとるとともに、町民と積極的に連携して

職務を遂行しなければならないことを規定しています。職員が担当する職務には様々な分

野があり、広い視野及び知識が必要となるため、このような規定を設けました。 

 

 

第９章 行政運営                                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（総合計画） 

・第１項では、行政は、町の目指す将来の姿を明らかにし、総合的かつ計画的な行政運営を

図るため、町の最上位計画である総合計画の策定について規定しています。 

・第２項では、総合計画に関する具体的な事項は、美瑛町まちづくり総合計画の策定と運用

に関する条例（令和５年美瑛町条例第２号）に委ねることとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 （総合計画） 

第３７条 行政は、美瑛町の目指す将来の姿と取り組むべき政策及び施策を明らかに

し、総合的かつ計画的な行政運営を図るため、総合計画を策定します。 

２ 総合計画に関して必要な事項は、美瑛町まちづくり総合計画の策定と運用に関する

条例（令和５年美瑛町条例第２号）で定めます。 

（職員の責務） 

第３６条 職員は、この条例の基本理念にのっとり、町民の視点に立ち、高い倫理観の

下、公正かつ誠実に職務を遂行し、町民との信頼関係を構築しなければなりません。 

２ 職員は、町民の意向や政策課題に的確に対応するため、自ら政策形成能力の向上に

努めなければなりません。 

３ 職員は、互いに横断的な連携を密にするとともに、積極的に町民と連携して職務を

遂行しなければなりません。 

 （まちづくり評価） 

第３８条 行政は、行政運営を進めるに当たり、適正な評価（以下「まちづくり評価」

といいます。）を行うとともに、その結果が町政に反映するよう努めます。 
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【解説・考え方】 

（まちづくり評価） 

・行政は、行政運営を進めるに当たり、施策や事務、事業等が効果的かつ効率的に実施され

ているかの評価を行うことを規定しています。また、改善が必要なものについては改善する

など、結果を町政に反映するよう努めることを規定しています。 

（評価の公表） 

・第１項では、行政は、前条で規定するまちづくり評価の実施後、その結果を町民に公表す

ることを規定しています。 

・第２項では、前項で規定される結果の公表について、遅滞なく適切な時期に、町民に分か

りやすく示すことを規定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（財政運営） 

・第１項では、行政は、町の最上位計画である総合計画と前条で規定するまちづくり評価の

結果を踏まえて、中長期的な視点の下に財政運営計画を策定することを規定しています。 

・第２項では、行政は、前項で規定される財政運営計画に基づいて予算の編成及び執行を行

い、堅実性と弾力性を備えた健全な財政運営を行うことを規定しています。 

・第３項では、行政は、情報提供の一環として、財政状況等に関する分かりやすい資料を作

成し、広報や町ホームページ等で公表することを規定しています。財政状況が今どうなのか、

今後どのようになっていくかを知ることは、町政に参加する上で重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （評価の公表） 

第３９条 行政は、まちづくり評価の結果を町民に公表します。 

２ 前項の結果の公表は、政策及び事業等の目標や成果を、適切な時期に、町民に分か

りやすく示します。 

 （財政運営） 

第４０条 行政は、総合計画及びまちづくり評価を踏まえ、中長期的な視点の下に美瑛

町財政運営計画を策定します。 

２ 行政は、美瑛町財政運営計画に基づく予算の編成及び執行を行い、健全な財政運営

を行います。 

３ 行政は、予算、決算及び財政状況等について分かりやすい資料を作成の上、町民に

公表します。 

 （行政手続） 

第４１条 行政は、町民の権利利益の保護に資するため、処分、行政指導及び届出に関

する手続を明らかにし、公正の確保と透明性の向上を図ります。 

２ 行政手続に関して必要な事項は、美瑛町行政手続条例（平成９年美瑛町条例第１号）

で定めます。 
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【解説・考え方】 

（行政手続） 

・第１項では、行政は、町民の権利利益の保護を図るため、処分、行政指導及び届出に関す

る手続を明らかにし、公正の確保と透明性の向上を図ることを規定しています。 

・第２項では、行政手続に関して必要な事項は、美瑛町行政手続条例（平成９年美瑛町条例

第１号）に委ねることとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（政策法務） 

・第１項では、行政は、職員の法務能力の向上に努めること、また、法令の解釈に当たって

は、調査研究を重ね、自主的かつ適正な運用に努めることを規定しています。地方自治法第

２条第１２項では、地方公共団体に関する法令の規定は、地方自治の本旨に基づいて、かつ、

国との適切な役割分担を踏まえて、解釈し、及び運用することが求められています。 

・第２項では、行政は、自主的で質の高い行政運営を行うため、法務に関する体制を充実し、

条例等の整備を積極的に行うことを規定しています。地方自治法第１４条第１項では、地域

における事務に関して必要な条例を制定することを規定しています 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （政策法務） 

第４２条 行政は、すべての職員の法務能力の向上に努めるとともに、法令の解釈に当

たっては、調査研究を重ね、自主的かつ適正な運用に努めます。 

２ 行政は、自主的で質の高い行政運営を行うため、法務に関する体制を充実し、条例

等の整備を積極的に行います。 

（参考）地方自治法 

第２条 （略） 

２ 普通地方公共団体は、地域における事務及びその他の事務で法律又はこれに基づく

政令により処理することとされるものを処理する。 

３～１１ （略） 

１２ 地方公共団体に関する法令の規定は、地方自治の本旨に基づいて、かつ、国と地

方公共団体との適切な役割分担を踏まえて、これを解釈し、及び運用するようにしな

ければならない。この場合において、特別地方公共団体に関する法令の規定は、この

法律に定める特別地方公共団体の特性にも照応するように、これを解釈し、及び運用

しなければならない。 

１３～１７ （略） 

 

第１４条 普通地方公共団体は、法令に違反しない限りにおいて第２条第２項の事務に

関し、条例を制定することができる。 

２ 普通地方公共団体は、義務を課し、又は権利を制限するには、法令に特別の定めが

ある場合を除くほか、条例によらなければならない。 

３ 普通地方公共団体は、法令に特別の定めがあるものを除くほか、その条例中に、条

例に違反した者に対し、２年以下の懲役若しくは禁錮、１００万円以下の罰金、拘留、 
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【解説・考え方】 

（危機管理） 

・第１項では、十勝岳の噴火や自然災害、事故等の不測の事態が発生した際に、行政は、町

民の身体、生命及び財産を守り、町民が安全で安心して暮らせるよう、平常時から危機管理

体制を整備することを規定しています。 

・第２項では、行政は、町民や関係機関と協力し、連携を図り、災害や事故等に備えること

を規定しています。大規模な災害等が発生したときには、行政だけでは対応が困難な場合も

想定されるため、このような規定を設けました。 

・第３項では、危機管理に関する具体的な事項は、別に定める規程等に委ねることとしてい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（出資法人） 

・第１項では、町の予算の適正な執行という観点から、行政は、出資先の法人に関する出資

又は補助の内容や経営状況等について、毎事業年度、町民に公表することを規定しています。 

・第２項では、行政は、出資法人に対し、その運営が出資の目的に適合していること、適正

であること及び町民の利益となることについて、指導及び監督することを規定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （危機管理） 

第４３条 行政は、災害や事故などから町民の身体、生命及び財産を守り、町民が安全

で安心して暮らせるよう危機管理体制を整備します。 

２ 行政は、町民及び関係機関と協力し、連携を図り、災害や事故などに備えます。 

３ 前２項に規定する危機管理に関し必要な事項は、別に定めます。 

 （出資法人） 

第４４条 行政は、法第２２１条第３項の法人（以下「出資法人」といいます。）に関し、

町からの出資、補助及び経営状況等について、毎事業年度、町民に公表します。 

２ 行政は、出資法人に対し、その運営が出資の目的に適合していること、適正である

こと及び町民の利益となることについて、指導及び監督します。 

 科料若しくは没収の刑又は５万円以下の過料を科する旨の規定を設けることができ

る。 

 

（参考）地方自治法 

第２２１条 普通地方公共団体の長は、予算の執行の適正を期するため、委員会若しく

は委員又はこれらの管理に属する機関で権限を有するものに対して、収入及び支出の

実績若しくは見込みについて報告を徴し、予算の執行状況を実地について調査し、又

はその結果に基づいて必要な措置を講ずべきことを求めることができる。 

２ 普通地方公共団体の長は、予算の執行の適正を期するため、工事の請負契約者、物

品の納入者、補助金、交付金、貸付金等の交付若しくは貸付けを受けた者（補助金、 
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第１０章 連携・協力                                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（町外の人々との連携及び協力） 

・第１項では、町外の民間企業や大学等といった町外の人々の知恵やノウハウを地域課題の

解決にいかすために、町民、議会及び行政は、様々な分野において町外の人々との連携及び

協力を図ることを規定しています。 

・第２項では、町民、議会及び行政は、国際的な視点で物事を考えることの重要性を認識し、

積極的に国際社会との交流を図るとともに、そこから得られた知恵や情報をまちづくりに

いかすよう努めることを規定しています。連携や協力の範囲は国内にとどまるものだけで

はなく、国際的な視点をもって地域課題の解決の糸口を考えることも必要になります。 

（国及び北海道との連携及び協力） 

・第４６条（国及び北海道との連携及び協力）では、町は、対等、協力の関係にある国及び

北海道と、役割分担を明確にし、効率的な行政運営や課題の解決のため、連携及び協力を図

ることを規定しています。 

（他の市町村等との連携及び協力） 

・第４７条（他の市町村等との連携及び協力）では、共通する広域的な課題を解決するため、

他の市町村等との連携及び協力を図ることを規定しています。現在の美瑛町では、「日本で

最も美しい村」連合における取り組みや、旭川大雪圏域連携中枢都市圏に係る連携協約の締

結、一部事務組合による一部行政サービスの共同提供など、他の市町村等と連携及び協力を

行ってまちづくりに取り組んでいます。 

 

 （町外の人々との連携及び協力） 

第４５条 町民、議会及び行政は、住みよい豊かなまちをつくるため、社会、経済、農 

 業、観光、環境等様々な分野において、町外の人々との連携及び協力を図ります。 

２ 町民、議会及び行政は、国際的な視点で物事を考えることの重要性を認識し、積極

的に国際社会との交流を図るとともに、そこから得られた知恵や情報をまちづくりに

いかすよう努めます。 

（国及び北海道との連携及び協力） 

第４６条 町は、国及び北海道と互いの役割分担を明確にし、効率的な行政運営や課題

の解決のため、連携及び協力を図ります。 

 （他の市町村等との連携及び協力） 

第４７条 議会及び行政は、共通する広域的な課題を解決するため、他の市町村等との

連携及び協力を図ります。 

交付金、貸付金等の終局の受領者を含む。）又は調査、試験、研究等の委託を受けた

者に対して、その状況を調査し、又は報告を徴することができる。 

３ 前２項の規定は、普通地方公共団体が出資している法人で政令で定めるもの、普通

地方公共団体が借入金の元金若しくは利子の支払を保証し、又は損失補償を行う等そ

の者のために債務を負担している法人で政令で定めるもの及び普通地方公共団体が

受益権を有する信託で政令で定めるものの受託者にこれを準用する。 
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第１１章 条例の見直し等                                             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（条例等の見直し） 

・第１項では、町長は、本条例の施行の日から４年を超えない期間ごとに、本条例が現在の

美瑛町にふさわしく、社会情勢に適合しているかを検討することを規定しています。美瑛町

の状況や地域課題は時代の流れに伴い変化していくため、その時々で本条例が現在の美瑛

町にふさわしいか、社会経済情勢に適合しているか検討する必要があると考えています。こ

の規定により、町長は、在任中に一度以上は自治基本条例を見直し、修正が必要か否か検討

することになります。 

・第２項では、町長が条例の見直しについて検討する際には、町民の委員で構成された美瑛

町自治推進委員会に必要な意見を求めることを規定しています。 

・第３項では、町長は、見直しに係る検討結果を踏まえて、本条例の内容等を見直すことが

適当であると判断したときは、改正等の必要な措置を講じることを規定しています。 

・条例の制定、改廃については、地方自治法第７４条に基づき、選挙権を有する住民からも

町長に対して直接請求することができます。また、地方自治法第１１２条に基づき、議員か

らも条例の制定、改廃について議案として議会に提出することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例等の見直し） 

第４８条 町長は、この条例の施行の日から４年を超えない期間ごとに、各条項がこの

条例の理念を踏まえ、美瑛町にふさわしく、社会情勢に適合しているかを検討するも

のとします。 

２ 町長は、前項に規定する検討に当たっては、次条に定める美瑛町自治推進委員会に

必要な意見を求めるものとします。 

３ 町長は、前２項に規定する検討の結果を踏まえ、この条例及びこの条例に基づく事

項を見直すことが適当であると判断したときは、必要な措置を講ずるものとします。 

 （美瑛町自治推進委員会の設置） 

第４９条 この条例を守り育て、実効性を高めるため、町長の附属機関として美瑛町自

治推進委員会（以下「推進委員会」といいます。）を設置します。 

２ 推進委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定めます。 

（参考）地方自治法 

第７４条 普通地方公共団体の議会の議員及び長の選挙権を有する者（以下この編にお

いて「選挙権を有する者」という。）は、政令で定めるところにより、その総数の５

０分の１以上の者の連署をもつて、その代表者から、普通地方公共団体の長に対し、

条例（地方税の賦課徴収並びに分担金、使用料及び手数料の徴収に関するものを除

く。）の制定又は改廃の請求をすることができる。 

 

第１１２条 普通地方公共団体の議会の議員は、議会の議決すべき事件につき、議会に

議案を提出することができる。但し、予算については、この限りでない。 

２ 前項の規定により議案を提出するに当たつては、議員の定数の１２分の１以上の者

の賛成がなければならない。 

３ 第１項の規定による議案の提出は、文書を以てこれをしなければならない。 
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（美瑛町自治推進委員会の設置） 

・第１項では、本条例について町民による審議を行う場として美瑛町自治推進委員会を設置

することを規定しています。本条例を実効性のあるものにしていくために、施行後もその目

的（町民主体の自治）が実現されているか、条例の趣旨に沿った運用がなされているか、確

認していく必要があります。 

・第２項では、自治推進委員会の組織及び運営に関する具体的な事項は、別に定める規則に

委ねることとしています。 

 

 

第１２章 雑 則                                                   

 

 

 

 

 

 

【解説・考え方】 

（施行規定） 

・本条例に規定していない事項で、施行に関し必要な事項は、別に定める規則に委ねること

としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（施行規定） 

第５０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で

定めます。 
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